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○ 主食用米の消費減少の中、農家所得の向上と将来の

販路拡大を見据え、平成30年度に大手米卸業者であ

る神明の提案をきっかけに、輸出用米の取組を開始。

○ 神明からは、低価格で安定した品質のコメを供給するこ

とが求められているため、多収性品種の導入や堆肥の有

効活用により低コスト生産を推進。輸出用米の生産拡

大と生産者手取り確保の両立を図っている。

○ 特別栽培米である環境保全米の生産も進めており、国

内外で評価されるコメ作りにも意欲的に取り組んでいる。

みやぎ登米農業協同組合（宮城県登米市）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

海外において「宮城県登米産米」
のPRを実施。

生産された多収品種は、
香港の寿司チェーン等で提供。

2020年度 2021年度 2022年度 2025年度

輸出金額
（千円）

273,488 392,207 407,368 340,000

輸出量
（トン）

2,425 3,012 3,006 3,000

輸出先国 香港、アメリカ、シンガポール

（目標）

生産者（JAみやぎ登米がとりまとめ）

全農みやぎ

海外小売店等

㈱神明

精米輸出
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○ 輸出先国の事業者との商談を15年近く継続し、信頼

関係を築いたうえで輸出を実施。この信頼関係に基づき、

輸出に係る手続も事業者と連携のうえ実施。

○ 海外のオーダーに合わせ、年間を通して安定的な高品

質米を供給するために、国の補助事業を活用して冷温

倉庫の整備を実施。

○ 売り上げについては生産者への還元を徹底することで、

生産者との信頼関係を強め、複数年契約の拡大に寄与。

秋田屋株式会社（秋田県横手市）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

2020年度 2021年度 2022年度 2025年度

輸出金額
（千円）

58,139 73,008 75,121 145,818

輸出量
（トン）

236 267 312 597

輸出先国 シンガポール、イギリス

（目標）

生産者

秋田屋株式会社

海外小売店等

輸出先国の事業者

※ 上記は精米の輸出実績・目標。

精米輸出

輸出先国からの求めに応じ、
トラック・貨物列車・船で輸出。

輸出先国の事業者と直接商談。
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○ 国内のみならず海外マーケットへの販路拡大を見据え、

米の新たな需要を創出する取組として、グルテンフリー食

品や甘酒等の米加工品の輸出に取り組む。

○ 2021年には、グループ企業がパックご飯工場を新設し、

同社が販売会社として輸出を担う。パックご飯は、炊飯器

が無い海外おいても簡単に調理することができるため、輸

出数量の伸びが期待できる。

○ 商社を介さず現地まで商品を運ぶことで中間手数料を

削減する取組等に加え、海外ニーズを捉えながら販路開

拓を進め、輸出拡大を目指す。

大潟村あきたこまち生産者協会（秋田県大潟村）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

甘酒はハラール認証を取得。グルテンフリー商品を海外展開。

2020年度 2021年度 2022年度 2025年度

輸出金額
（千円）

5,784 7,934 3,273 213,699

輸出量
（トン）

4.9 8.0 5.2 235.1

輸出先国
香港、中国、台湾、アメリカ、シンガ
ポール

（追加）
カナダ、
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

（目標）

※ 上記はコメ加工品（グルテンフリー食品、甘酒、パックご飯）の総量。
また、輸出量は玄米換算の重量。

生産者

大潟村あきたこまち生産者協会

物流会社
（ECサイト対応）

商社

海外代理店・取引先

※ 2022年度は、コロナ渦による
商談件数減少、資材費高騰等
により前年比で実績は減少。

米加工品輸出
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JAグループ福島米輸出連絡会議（福島県）

取組概要 主な輸出ルート

輸出実績・目標

香港の飲食店における福島県産
農産物のPRを実施。

福島県産米の安全性や魅力を
伝えるトップセールスも実施。

生産者

ＪＡ・全農

海外小売店等

全農インターナショナル

2021年度 2022年度 2025年度

輸出金額
（千円）

40,000 79,950 200,000

輸出量
（トン）

200 400 1,000

輸出先国
イギリス、香
港、シンガ
ポール

（追加）ア
メリカ、カナダ、
マレーシア

（追加）フィ
ンランド、タイ、
香港、中国

（目標）

精米輸出

※ 上記は精米の輸出実績・目標。

○ 震災前から中国向けをはじめとして米輸出に取り組んで

いた。一方、震災以降、輸出先国の輸入規制により一

時途絶えたものの、2016年頃から輸出への取組を再開。

〇 現在は、農家手取りの最大化に資する目的で輸出へ

取り組んでいる。今後、需要に応じた生産により、令和

７年産米で1,000トンの取り扱いを目標としている。

○ 目標達成に向けた販売促進の一環として、2023年１

月に米国でのトップセールスを実施。福島県産米の安全

性への理解促進のためのPRを行った。


